（別添様式ア）
長崎県勤労福祉会館
指定管理者事業計画書
令和　　年　　月　　日
　　　　　法人名称

	
	 ①　会館の管理運営方針に関する事項
	

	
	 ［会館を管理運営するにあたっての基本的な考え方］
 ○会館を管理運営するにあたっての基本的な考え方について、条例に規定
 　する会館の設置目的に沿って記載してください。
 ○会館を使用しようとする者の平等・公平な使用の確保の考え方、県との

　 連携の考え方についても含めて記載してください。
 ○貴団体が持つノウハウや業務実績などを、どのように活かしていくかを
 　含めて記載してください。

	


· 欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。

	
	 ②　管理運営の内容に関する事項
	

	
	
	

	
	 ○次の項目ごとに、管理運営の内容に関して記載してください。
	

	
	 （１）運営体制について
 ○会館開館後に必要な運営体制について、①及び②を記載してください。
 　①組織及び人数等について
 　・開館後に必要な組織及び人数について記載してください。
　 ・地元雇用（県民の雇用者数と割合）、物品や役務について、県内企業と県外企業への発注先の考え方や具体的な発注先について記載ください。
 　②人員に対する考え方について
 　・開館後に配置する人員について、どのような経歴、能力を持つ者を配
 　　置するのか、確保の方策、常勤・非常勤の別、県民・県民外の別に
ついて記載してください。

	


· 欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。

	
	 ②　管理運営の内容に関する事項
	

	
	
	

	
	
	

	
	 （２）開館日、開館時間について
 ○開館日、開館時間の基本的な考え方は、募集要領で定めていますが、必
要に応じて柔軟に対応することもできます。開館日、開館時間について
の考え方、使用者に対するサービスの向上を図ることができる運用方法
等について記載してください。
	

	
	 （３）施設の維持及び修繕について
 ○会館の施設の維持及び修繕について、基本的な考え方、方法等について
記載してください。

○会館の老朽化を念頭にした、中期的な維持計画の必要性や考え方、方法
等について記載（提案）してください。

○会館のバリアフリー化に向けた考え方、方法等について記載（提案）し
てください。 
	


· 欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。

	
	 ②　管理運営の内容に関する事項
	

	
	 （４）各会議室について
	

	
	
	

	
	 ○各会議室の利用許可の基本的な考え方、基準、方法等について、使用者
    に対するサービス向上の視点も含めて、記載してください。
  ○各会議室の稼働率向上に向けた方法や考え方について記載してください
	

	
	 （５）経費の縮減の方策について
○経費の縮減の具体的な方策について記載してください。
	


· 欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。

	
	 ②　管理運営の内容に関する事項
	

	
	 （６）緊急時の対応について
  ○緊急時（防災、防犯、その他）の対応について記載してください。
	

	
	
	

	
	
	

	
	 （７）その他
 ○その他、指定管理者として選定されるにあたり、ＰＲ事項があれば具体
的に記載してください。
	


· 欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。

	
	 ③　収支計画に関する事項
	

	
	 ［令和９年度の収入計画］
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	

	
	
	区　分
	 金　額
	 内訳（積算など）
	
	

	
	
	 １）利用料金収入
	
	
	
	

	
	
	 ２）県負担金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	

	
	 ［令和９年度の支出計画］
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	

	
	
	区　分
	 金　額
	 内訳（積算など）
	
	

	
	
	 １）人件費
	
	
	
	

	
	
	 ２）報償費
	
	
	
	

	
	
	 ３）旅費
	
	
	
	

	
	
	 ４）需用費
	
	
	
	

	
	
	 ５）役務費
	
	
	
	

	
	
	 ６）修繕費
	
	
	
	

	
	
	 ７）
	
	
	
	

	
	
	 ８）
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	

	
	
	


１）令和９年度は、令和９年４月１日～令和１０年３月３１日とします。
２）令和９年度～令和１１年度で、令和９年度と収支計画が異なる場合は、年度ごとに
分けて作成してください。
３）「内訳」欄には、小項目を設けて記載してください。
４）欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。
（別添様式イ）
■団体の概要
	
	 法人の種別
	 財団法人　　社団法人　　株式会社　　有限会社
 その他（　　　　　　　　）
	

	
	 法人の名称
	
	

	
	
	
	

	
	 法人の所在地
	
	

	
	 連絡先
	 電話　　　　　　　　　　ＦＡＸ
 Ｅ-mailｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	 担当責任者
	 部署
 氏名
	

	
	 資本金又は基本財産
	   　　　　　　　　　　　　　　　　千円
	

	
	 職員（社員）数
	令和　　年　　月　　日現在
   　　　　　　　　　　　人
	

	
	 実績
	 類似施設の管理運営実績
 （具体的実績があれば記入してください。）
	


１）「法人の種別」では該当するものを○で囲み、該当するものが無い場合は、「その他」を
囲み、（　）内に内容を記載してください。
２）「職員数」欄には、申請時の職員数を記入してください。
　　なお、新たに設立した法人にあっては、予定人数及びいつ時点のものかを記入してください。
３）「実績」欄には、会館類似施設の管理運営実績について、施設名称、施設延床面積（㎡）、　管理運営概要、管理運営期間（始期～終期）を記入してください。
４）欄が不足する場合は、各欄を広げて記載してください。

（別添様式ウ）
誓約書
　私は、長崎県勤労福祉会館指定管理者指定申請を行うにあたり、次の事項に
ついて誓約します。
　なお、県が必要な場合には、長崎県警察本部に照会することについて承諾し
ます。

· チェック欄（誓約の場合、□ にチェックを入れてください。）
　□　自己及び本事業実施主体の構成員等は、次のアからウのいずれにも該当するものではありません。また、事業実施主体の運営に対し、次のアからウのいずれの関与もありません。
　　ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
　　イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
　　ウ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他知事が認めるもの

　□　補助事業等又は間接補助事業等を行うにあたり、上記アからウに掲げる者（以下「暴力団等」という。）と契約を締結しません。
　□　暴力団等をこの事業に係る間接補助事業者にしません。
　□　暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、速やかに県に報告するとともに、警察に通報します。
※県では、長崎県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。
　
　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　　月　　　日

　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　住　所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
